



経済研究所 / Institute of Developing





































































































































カシミーノレ紛争の発展（ 9月） ••••.••••..•••.••.•••••.••...•••.•..••.. 173 
国防国債，金国債の発行と外貨送金の優遇（10月） ..•.••.....••••..••••. 189 


















1月（ 3) 2月（35) 3月（61) 4月 (103) 5月（123) 6月 (142)
7, 8月 (155) 9月 (174) 10月 (191) 11月（211) 12月（230)
〔資料〕
インド国民会議派第69凶年次総会 (1965.1. 7～1. 10. Durgapur) 
における国際情勢に関する決議........................................26 




〔経済一般〕 1965/66年度予算案（54) 1964/65年度国民所得（117, 152, 164) 




〔鉱工業〕 1963/64年の51巨大民間会社の資産と利潤（10, 15) 1964/65年度
の工業生産指数（15, 103, 162, 238, 241) 1964年最終四半期の外国企業提
携 (19) 政府諸企業の業況（66) 綿織物の在庫急増（110) 外国合弁協定
調査（191) セメント価格（217) 明年度工業投資計画（219〕 綿織物売行
き不振（223) 鉄鋼の明年度計画（224) Bokaro製鉄所建設計画（234〕 輸
入原油価格（235) 1964/65年の51巨太民間会社の利潤（237)
〔農 業〕 ジュート産業の利潤率低下（20) 茶生産史上最高（65) 砂糖生
産 (107, 144, 215〕 農産物価格 (143) 肥料の確保へ (143〕 食料緩衝在
庫 (148) 綿花価格（158) 農林所得水準（161) 食料生産 (166,221, 225, 
230) 米の輸入（192) 1964/65年の米穀産出高（197) 農業計画支出（211)
短期農産強化計画（215) 小麦価格（217) デリーの食料配給制（222) 食
料生産目標引上げ（224) 1964/65年の綿花生産（225) 第4次計画の農業支
出（232)
〔外国援助〕 対外債務負担の増大（50) IMFより Stand-byCredit 2億ドル
(71, 77〕 米国援助（77,78, 145, 233, 238) Aid-India Clubの援助（113,
230) 西ドイツの援助（128,219, 238) 対ソ経済援助交渉 (129) 外国借
款受入れ状況 (141) 世界銀行借款（144) 日本の援助（147) 第4次計画
の外貨需要 (147, 159) 外国援助使用状況（172) IDAの借款（216) PL 
480代り金の外貨支払（220) 対外借款残高（223) スイスの援助（230) 英
国の援助（238) 外資流入額（240) カナダの援助（241)
〔金 融〕 準備銀行の金保有増加（21）銀行業況 (141）外貨の未回収（145)
金国債の応募（213,220, 230, 236, 238) 金国債取引（220) 金融事情窮
屈化（235) 株式市場回復（239) 資本発行（241)
〔輸出入〕 1964年4～9月貿易赤字縮小（23）輸出回転基金の利用（71) 1964/ 
65年度輸出入（72,159, 195) 肥料輸出（105) 1965/66年度輸出目標（108,
165) 1962～64年の国際収支 (171) 1965年 9月の輸出入（233) 1965年10
月の輸出（234)




























































一（ i ）ー -152ー























1955/56 お2.5 64.0 77.3 
1957/58 42.1 66.9 123.4 
1960/61 30.1 63.1 110.fi 
1961／臼 29.7 66.8 100.6 
1962/63 29.5 68.2 109 1 
1963/64 30.6 お0.2 123.1 
1964/65 25.0 80.3 139.6 
当局はこうした外貨危機の深刻化にかんがみ， 1965年 2～九月，公定歩合
153一一 一（ ii ）一
イン ド （12月〉































1963/64 事 8,024 19.9 


























卸売物価指数 C1952/53 = 100) 
全 商 品 食用穀物 工業原料
1963. 12 135.9 119.1 140.0 
1964. 3 138.9 123.6 146.1 
6 147.7 135.9 154.9 
9 159.7 158.5 170.8 
12 159.4 153.6 174.0 
1965. 3 151.0 142.4 163.3 
6 158.3 140.5 177.9 
9 165.0 152.9 165.0 
12 169.0 154.3 199 1 






























し第 1～ 3年平均年3%増，第4年 7.3%増のあと，第5年（本年度〉には
一（ vi )- -156--
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2. 11 1 国際収支対策発表，公定歩合引上げ。
2. 19 I経済白書発表。
2. 27 I新年度予貰案提出。
3. 22 I IMFよりスタンドパイ信用 2億ドル取付け。
4. 22 I Aid-India Club援助10億2700万ドルに決定。
s. 23 I自由外貨による輸入停止。









9. 6 I国家開発会議，第 4次計画案（2150億ルビー〕承認。
9. 24 I英国，無利子借款の意向を表明。








12. 17 1 セメント自由化方針（1.1），肥料生産へ外資誘引策
｜決定。
12. 21 I 農相訪米，明年の食料援助1500万トン取付け。
関 係














s. 1 I ウガンダ，オボテ首相訪印（～ 7）。























































































一（ 2 ）一 166 
インド日誌



























































tion of India）の理事会を構成する12名の氏名を公表（うち 1名は近く指名）した。
これによれば，会長 T.A. Pai，専務理事 C.Narasimhanのほか，理事にはB.N. 











































の異論が強く出されたことなどによる。これに関L, Ti川町 ofIndia紙は， どの























































































































































































& Steel社は米国 GeneralMotors社（米国最大〉の3.09%,Royal Dutch/Shell社
（米国を除く最大〉の3.13%である。政府部門の企業では HindustanSteel 、（74億
4200万ルビー 1962/63年〉， National Coal Development Corp (10億3200万ノレピ
ー）， Fertilizer Corp of India ( 9億9600万ルピー）などが大きい。
Tata Iron and Steel 15イ意9200万ノレピー
Indian Iron and Steel 9億9900万ルビー
Tata Engg. & Locomotive 5億6800万ノレピ－
Associated Cement 5億5800万ルビー
Scindia Steam 4｛意3300万ノレピー (ET.) 










































































































l Barauni精油所完成一一（Barauni発） Kabir石油化学相は Barauni精油所（Bih-
ar州）の正式完成を宣言した。新精油所は政府部門で設立された第2のもので， ソ
連およびルーマニアの援助のもとフ 総工費4億2000万ノレピーを要し， 年200万トン









曹投資許可証発給を 3カ月以内に シャストリ首相は DharmaVim内閣官房


























, 51大会社の収益率増加 （ボンベイ発） Economic Times紙の51大会社収益
率調査によれば， 1963/64年度（1963/7～1964/6聞に終了する営業年度）における
その売上高収益率は平均 12.5%C前年度12.4%入総資本収益率は平均11.4%C前
年度10.8%）であった。 前者については BurmahShell Refineries 51.1 %, Tata 
Hydro Electric 42.l %, Tata Power 38.1 %, Indian Aluminium 31.3%, Andhra 
Valley 30.8%などが， 後者については UnionCarbide 22.9%, Hindustan Lever 





































































































英国 ImperialChemical Industries社および米国 GulfOil of Texas社からも，
肥料工場設立に関する提案を受けている。




















































曹（Bangalore発）ラダク ！） シュナン大統領は Sharavathi発電所第 1発電機の操
業開始にメッセージを送り，これが Mysore州の経済開発において画期的な意義を
もつものとのベた。
v工業成長率の高さ一一（Patna発） K. N. Raj教授は NalanclaCollegeの講演
で近年におけるインド工業の成長率が比較的高率であったと指摘した。同教授によ
れば， 1956年を基準とする改定工業生産指数によれば，生産増加率は1951～55年間







V ジュート産業の利潤率低下一一（ボンベイ発） Economic Times紙のジュート

































National Confe1了ence）は会議派に合｛本， G.M. Sadiq ti 
とtr.つfこC







































V経済界，財政・産業政策を厳しく批判一一CentralAdvisory Council of lnd 
ustries開催。経済界諸代表より政府の財政政策，産業規制政策に対する厳しい批判
が展開された。 JR. D. Tata氏は経済界が今日これまでにない「確信の主夫」




























1964, 4～9 4,137.5 5,532.6 ム1,395.1







































































妨げているとされている。総会議長 S.M. Soshi旧PSP議長および Chand四時k-
haran旧PSPケララ州リーグーは退場派に加わらなかった。
-189- 一（ 25 ）ー
インド
付 録 l
インド国民会議派第 69回年次総会（1965.1.7～ 1.10, Durgapur）に
おける国際情勢に関する決議


































インド国民会議派第69四年次総会（1965.1. 7.～1. l 0,Durgapur）に
おける経済社会政策に関する決議




























































































































































































































現われ始めたこと （Timesof India, 3. 19）は，今後の政策動向を追う上で興味深いと
ころである。





法〔Industries(Development and Regulation) Act〕における諸規制を新企業創設
ないし外資流入刺激の観点から緩和するよう検討している。こうした動きは，第20
回国際商業会議所総会の当地における開催を控え，とくに注目される。 (E.T.) 

















































域内貿易の増大を図るため ECAFEの提唱により構想されているもの。 (E.T.) 




















Hindi 133,435,450, Bihari (Hindi系） 16,806, 772, Rajasthani (Hindi系〉
14ヲ933,068,Telugu 37,668,132, Bengali 33,889,399, Marathi 33,562,698, 
Urdu 23,323,518, Gujarati 23,044,604, Kannada 17,415,827, Malayalam 
17,015, 782, Oriya 15,719,398, Punjabi 10,958,206ヲ Assamese6,803,465, 
Kashmiri 1,956, 115, Sanskrit 2,544. 
なお，ヒンディ語は151十｜中 Assam,Bihar, Madhya, Maharashtra, Punjab, 





























f Kairon前パンジャブ首相，暗殺さる Pratap Singh Kairon前ノミンジャブ
首相はニュー・デリーでのシャストリ首相らとの会談を終えて Chandigarhへの帰
途，デリーより約四マイル北方の Rasoi村付近の路上で， 12時15分ごろ暗殺された。














































V ポンピドゥ仏首相来印一一一Pompidou仏首相夫妻は随行の Courvede Murville 
外相らとともに， 8日間の滞印の予定で当地に到着した。ポンピドゥ首相はシャス
戸










































































































-( 42) 44 
ro 
インド
, (Bangalore発〕 Mysore州 S.Nijalingappa首相は，食料その他重要問題が山
積している折から，言語問題は延期しうるとして，中央政府の公用語政策実施を延
期するよう要請した。
l (Calcutta発〕 西ベンガノレチトげ.C. Sen首相はラジオ放送を通じ，シャストリ
首相の放送により政府のヒンディ語政策に関する誤解は一掃されたとして，州内の
平穏を要請した。
































' （マドラス発） M. Bhaktavatsalam州首相は記者会見で，最近における反ヒン
ディ運動の背後には， DravidaMunnetra Kazhagam (DMK），左派共産党，およ
び若干の工場主があると語った。



























































vスブラマニアム農相，辞表撤回一一スブラマニア食料農業相と 0.V. Alagesan 
閣外石油化学相は，個別にシャストリ首相と会談し言語政策につき討議のあと，辞
表を撤回した。辞表撤回の事情は明らかにされていないが，両相はシャストリ首相













































印債権国会議に最大限の non-project援助および緊急援助を要請しラかつ IMF  
にも可能な限りのスタンドパイ借入れの供与を求める方針を表明している。






State Bank of Indiaでは，今回の引締め措置に伴い，貸出金利を6;1'%から 7%
に，預金金利を泌～ 1%引上げた。 (E.T.) 






















1963/64 1964/65 1964/65 1965/66 
実績 予算 改訂 予算
（百万ノレピー）
運賃収入 6,322 6,680 6,600 7,160 
経 費支 出 4,870 5,339 5,430 5,709 
うち輸送経費 3,921 4,147 4,327 4,578 
純 収 入 1,452 1,341 1,170 1,451 
国庫納付金 960 1,032 1,045 1,159 



























































利は第2次計画下での4.3%から1963/64年度には2.6%へ低下している。 (E T .) 
2月 20日


























































一 163- FD 
インド















v執行委員会の勧告は C.Subramaniam, S. Nijalingappa, D. P. Mishra, Morarji 
Desai, U. N. Dhebarの各氏からなる小委員会が原案を作成したもので，執行委員
会がこれを大幅に削減し，採択した。執行委員会の討議では Desai氏が公用語法の
改正という考え方に強く反対したと伝えられる。
執行委員会の勧告に対し， カマラジ総裁， スブラマニアム食料農業相， V.p 








1961/62年度 前年比増 6.5% 
1962/63 " " 8.0 
1963/64 " ” 9.4 
1964/65グ（8ヵ月間） " 6.4 
一（ 51 ）一 -164-
インド
































-165-- 一（ 53 ）一
インド






















































富 裕税 102.0 
その他収入 5,715.5 
控除：州への支払分



















110.5 120.0( + 15.0) 
5,728.6 5『516.2

























B.資 本 予 算
+829. 9 +2,291.5 +2,366.1( - 63 .8) 





外 債 6,969.7 
州より返済 2,389.2 
少額貯蓄 1,250.0 
P L480資金 -848.4 
特別開発資金 2,976.5 
その他 3ヲ363.0
支出 計 20,896.7 
民 生 3,860.1 
国 防 1,361.0 
主兵 道 2,530.0 
郵便通信 205.9 
内国債償還 1,920.0 

























































































































































( 60 ）一 -158-
インド日誌





















































































































































































のMahi河の河口に近い Dhuvaran火力発電所の第2発電機， 出力 63.Smwの操































































































































































































V下院，内閣不信任案を否決一一下院は S.N. Dwivedi (PSP）議員の提出したシ


















ドルヲ 1962/63年度10億7000万ドルヲ 1963/64年度10億5200万ドルラ 1964/65年度10







































l IMFより Stand-byCredit 2億ドル IMFはインドに対し国際収支援助のた
め，向う 12ヵ月間， 2億ドノレを限度とする Stand-byCreditを供与する旨決定し
たっ IMFにおけるインドの引出し残高は現在2億ドルである。 (E.T.) 


































K. P. Goenka会長， S.L. Kirloskar次期会長らは，これと前後して，何れも近年
の経済成長鈍化や資本市場の沈滞を指摘して経済政策の修正を要望，これに続き総
会は，満場一致で決議を採択，第 3次計画下の工業発展が目標を下回っていること


































-171 一（ 73 ）一
インド
望した。








































































































一（ 76 ) -174-
インド
週の EconomicTimes平均利回りは7.65%C前週7.56%，前年同期6.51%）となっ
た。この水準は1961年 1月6日のそれを19.91%上回っている。 (E.T.) 
3月 29日



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































一（ 94 ）一 -192-
インド
系では所得税控除分としては各納税者に人的控除20007レピヘ既婚者にはさらに追加









































1万0340；レピーから9285ルビーへ， 所得7万ノレピーの税額は 2万6590ノレピーから 2万





































































































































































































































































































































































ド側は 5月初から11月初まで、水没する Rannof Kutchの一部でほとんど住民はな




































































































































































については，政府は各州に対し移動禁止を解除するよう勧告している。 (E. T.) 








































したもので， 左派から E. M. S. Namboodiripad, Jyoti Basu両氏， 右派から
























V佐藤＝Sen会談一一（東京発〉佐藤首相は訪日中の P. C. Sen酉べンガル州、！
首相と会談，インドの食料自給体制の確立と農業の改善とに対し援助を惜しまない











が過半の支配権を有する合弁事業の数も， 1961年11件， 1962年7件， 1963年6件，

















275- 一（ 113) 
イ ン ド
Aid-India Club援助 （単位100万米ドル相当額）
1961/62 1962/63 1963/64 1964/65 1965/66 総計
オーストリア 5 7 1 5 18 
ベ ノ レ ギ ー 10 10 4 24 
カ ナ ダ 28 33 30.5 41 41 173.5 
フランス 15 45 20 20 20 120 
西ド イツ 225 139 99.5 95 86 644.5 
イ タ リ ー 53 45 36 36 170 
日 本 50 55 65 60 60 290 
オラ ンダ 11 11 11 11 44 
英 国 182 84 84 84 84 518 
米 国 545 435 435 435 435* 2,285 
世土安艮，IDA 250 200 245 245 245** 1,185 
総 1,295 1,070 1.052 1,028 1,027 5,472＇ξ＊＊ 
＊ うち12%は輸銀借款，残余は AID借款。 AID借款は10年猶予， 40年返済，
金利最初の10年間 1%，残余 2.5%
＊＊ うち 1億500万ドルは世銀借款， 1億4000万ドルは IDA借款。 IDA1/Li土は10
年猶予， 40年返済，金矛IJ%%。





















Kutch国境の Sardarpost, Vigokot, Chadbet地域， Kanjarkot東部の約 40マイ
ノレにわたる 4地区で，戦車および砲兵を伴う猛攻撃を行なったが，インド軍の反攻
にあい撃退された。政府スポークスマンはこれについて，実質的な宣戦としたくは






























































































この問題も取 i二げられるものとみられている。 (E.T.) 













現行価格 1948/49年価格 現行価格 1948/49年価格
1950/51 953 885 266.5 247.5 
1955/56 998 1,048 255.0 267.8 
1960/61 1,414 1,273 325.7 293.2 
1961/62 1,480 1,306 333.6 294.3 
1962/63 1,540 1,330 339.4 293.4 











































































































一（ ]22 )-- 240 
イン ド 日 誌
1965年 5月1日



















































































(3年猶予を含む）で政府にルビー貨で返済し，政府は金手lj2 7f %，期間40年 (10
年猶予を含む，その間金利 1%）で AIDに返済する。 AIDのIFC1古jドノレ貸出はこ
れが第3回目。























' 2月の貿易収支悪化←ー通関統rH・によれば， 2月の貿易収支凶は 3億7450)fJレ
ピーの赤字と前月の赤字2倍、2980万ルビーよりさらに悪化した。主因は輸入が10｛怠












































' 3月の輪出 3月の輸出額は 7億6880万／レピーに達した。これは前年同期を
4730万ノレピー上回る。 (E.T.) 
V 目印綿業会談，綿製品貿易長期協定の延長に反対一一（大阪発）訪日中のイン








































































































協定に基くベトナム問題の解決， A 般軍縮の実現を H指す外国軍事基地の撤！彪や核
兵器使用の禁止などの重要性を強調した。また， fJソ関係についてはその平等と相
互利益を基礎とした友好の発展を誕い，インドの第 4次計画に対するソ連の経済技






































V新日印協力農場開設一一一（ボンベイ発） P. K. Sawantマハラシュトラ州農相は
Khopoli近くの新しい日印協力農場 (10エーカー）の開設を宣言した。 日印協力農
場は昨年の西ベンガノレ，グジャラート，ヒ、、ハール，オリッサの 4農場に続き，本年






















































vネノレー逝去 1週年記念式典で首相演説一一一シャストリ首相は RamlilaGround 
で挙行されたネノレー逝去 I週年記念式典で、演説，ネノレーはつねにわれわれと共にあ
るとし，ネルーの理想と事業の実現に改めて献身するよう人々に訴えた。首相はま



































































































































10グラム当たり 1963年10月の 102ルビーから本年2月の122ノレピーへ，さらに 6月半ば
には142～143ノレピーの高水準に達した（平価53.58ノレピー）。 また，ノレピー貨のヤミ相














































































































State Bank of India 6,591 5,944 
同行子会社7行 1,827 1,562 
Central Bank 2,774 2,508 
Punjab National Bank 2,151 1,900 
Bank of India 2,046 1,740 
Bank of Baroda 1,696 1,402 





借 入 先 借款協定額 資材発 注額 引出済額
米 国 11,371 ユ0,183 8,598 
ー央y..,. 国 3,293 3,061 2,493 
西 ド イ ツ 4,051 3,726 2,986 
日 本 1,450 1,279 820 
カ ナ ダ 467 437 223 
ソ 連 4,843 3,038 2,441 
チ こE :r 631 170 60 
ニエ 一 ゴ 191 124 43 
ホ。｝ラ ン ド 403 136 98 
イ タ 642 123 91 
フ フ ン ス 476 307 130 
ス イ ス 153 125 20 
オ フ ン ダ 158 83 28 
"' ノレ ギ 95 89 12 
-167- 一（ 141）一
イ ン ド
デンマーク 24 10 4 
オーストリア 61 53 26 
スウェーデン 22 
世 界 重良 イ’丁ー 4,034 3,803 3,587 
第 珂つ 世 多艮 2,309 1,823 1,107 































，.外貨対策 Council of Foreign Tradeは外貨危機対策として，政府に対し，



















































































































1971年 7月 1日満期の Hf%6年物，発行価格99.5%，および1990年 7月 1日満期
の5巧%25年物，額面発行の 2種。現金応募のほか， 1965年7月 1日満期3Yz%国
債よりの借換も認められる。
6月22日





















V土地改革一一（Bangalore発） Mysore Land Reforms Act, 7月1日より発効。
土地保有限度27標準エーカーへO
V 日本より援助一一（東京発〕日本よりの第5次円借款協定（6000万ドル相当）






















'f Bakshi前Kashmir首相，引退声明一一一（Srinagar発） Bakshi Ghulam Moham司
med前 Kashmir首相は健康上の理由で政界より引退を声明， NationalConference 
も解散し，会議派に合流する方針を明らかにした。
6月28日
















































































































た。 この演説は議場に深い感銘を与えたが，デサイ支持と目された Patnaik,Jagjivan 
-185- 一（ 151）ー



































1963/64 1.391 299.8 
1964/65 1,493 314.4 






Masani, N. Dandekar両議員提出にかかる政府不信任案を受理したが， 23～26日の
審議の結果，結局318対 66票でこれを否決した。









































































































イソ ド （ 7月〉
っfこO









registered exporters, export houses, consortia of exportersの3段階に分ち，
それぞれ適当な強化措置が講ぜられる。














う旨発表。 Kuwait産油はパレノレに当たり 1.34ドル（－ 4セント）， Aghajari産
油は1.48ドル（－ 7セント〉となる。 Caltexも10日これに追随。

















13日 V平価切下げ不可避か－NationalCouncil of Applied Economic Research 
は“Managementof Public Debt in India，，と題する報告書を発表，対外債務の
圧力増大により貿易不均衡の是正なくしてはルビー貨の平価切下げを回避し得な
いと指摘した。





















イ ン ド （ 7月〕
16日 V綿花価格一一政的：は 1965/66年度綿花政策の一環として各種標準品質の机－ni


























19日 'i=n パ関係の改善一一一JayaprakashNarayan氏は Kutch協定の意義を高く評
価しつつ，印パ両国がカシミーノレ問題を含めすべての紛争の平和的解決を望む旨
宣言するよう要請，これあってのみ軍事負担や援助依存を軽減しうると指摘した。















































































1 日 Vシャストリニチトー共同コミュニケ一一一シャストリ首相は 7月28～31日のユ
｝ゴ訪問を終るに当りチト一大統領と共同コミュニケを発表，ジュネープ協定に
基くベトナム問題の政治的解決とベトコンを含む全関係国の会談とを提唱した。
2 日 V農林所得水準－NationalCouncil of Applied Economic Researchでは農
村人口 3億5400万人の平均所得を 1日平均68バイセと発表した。
V第4次計画の調整一一計画委員会はクリシュナマチャリ蔵相も参加した会議




































, y1M首相食料政策決定一一一州首相会議は食料政策小委の勧告（ 8月 1日〉を若
干修正の上採択した。主要内容は人口 100万以上の 8都市で法定配給制を導入す
ること，現行地帯制度を継続することなど。
7 日 V力シミー｝I,.侵入一一公式発表によれば， Kutch協定以降平静で、あったカシミ






















V西ドイツの援助一一IndustrialCredit and Investment Corp.は西ドイツの

































イ ン ド （8月〕
に，国民が小異を捨て団結して危機に当るよう訴えた。
V第4次計画批判一一CentralAdvisory Council of Industries第17回会議では
予定外の第4次計画問題に論議が集中，賛沢品がある一方必需物資がないという
計画を再検討せよ（A.R. Mulaliar博士）， 7ヵ年計画として最初の 3年を地問









































































































%の運賃割引を， 1000km以上40%, 301～1000km25 %へと強化し，さらに皮革な
どの51品目へも追加適用する旨発表した。 9月15日より実施。




















































































イ ン ド （9月〉
移1964年の国際収支
準備銀行が8月30日に公表した年次報告（Reporton Currency & Finance）によれ





I 1制 l 附 I 1962 
I- -43321 -2979 I -3693 












































































D 収支尻（川十C) I - 521 I_ + 456 I - 731 



















I I 「L制／665借 款 贈与山判計
国通貨援助
1. 1961. 3.末末支出残額 1 6,751 I 294 I s,978 I 13,023 
2. 新規供与額 I 19,368 I 645 I 2,734 I 22,747 
うち 1961/62 I 4,112 I 206 I ー I 4,318 
1962/63 I s,91s I 156 I 433 I 6,so1 
1963/64 I 4,361 I 97 i 49 I 4,501 
1964/65 I 4,977 I 186 I 2,2s2 I 7,415 
3. 1961. 3.末以降使用可能額 1 26, 119 I 939 I s, 112 I 35, no 
4. 使用 推定額 I 14,20s I 653 I 6,140 I 21,001 
うち 1961/62 I 2,301 I 210 I 878 I 3,389 
1962/63 I 3,101 I 149 I 1,258 I 4,514 
1963/64 I 3,946 I 98 I 1,8s1 I s,895 
1964/65 I 4,854 I 196 I 2,153 I 7,203 



















































































































イ γ ド（ 9月〉
の段階では，紛争はパキスタン側カシミーノレからの越境，侵入により触発された
と推定されるが，積極的に確定しえないとされている。
6 日 v西パキスタンへ国境突破一一インド軍は空軍掩護のもと， Amritsar,Feroze・
pore, Gurdaspur 3方面より西ノξキスタンとの国境をこえ， Lahore-Sialkot-Jhe-
lum地域のパキスタン軍への攻撃を開始した。チャパン国防相は下院でステート



































































ィ γ ド（ 9月〉
定していた SantFateh Singhは， AkaliDal執行部の勧告に基き，印・パ紛争
の停止までこれを延期する旨決定した。
















































































































































































































外の部分の停戦監視のため，従来の UNMOGIP(UN Military Observers Group 







戦 死 1,330名 4,802名
戦車損失 128台 471台
/ 航空機損失 35機 75機
V 力シミーJしはインドの一部，議会閉幕一一議会現会期最終日，シャストリ首
相は Jammuand Kashmirはインドの不可分の一部であり，すでに 3同の総選挙














































































































イ γ ド (10月〉
ために，従来両度にわたり金国債が発行（第 1回1962.11→1963. 2, 6.5% 





























































































1965. 4～8 1964. 4～8 増減








































イ γ ド (lo月〉
4次計画調整は日下検討中で，明年初頭にその概観がえられようと語った。副議

















































































8 日 , Kutch 協定調停委－Kutch協定に基く調停委員に関し，インドはAlesBehler 
博士（ユーゴ憲法裁判所判事）を，パキスタンは NasrollahEntezam 博士（イラ































vカシミーJI,.で逮捕ーーカシミーノレ州内相の発表によれば， Waiz Maulvi 
Farooq (Awami行動委員会議長）， Mufti Basheeruddin （同書記長）， Munshi 
Ishaq （住民投票戦線議長代理）， Maulvi Abbas （聖遺物行動委委員〉の各氏ら
が，それぞれサボタージュ事件に関連して，インド防衛令に基き逮捕された。
1 1日 V停戦ライン一一公表された安保理事会文書によれば，事態は流動的で両軍支













































































Vボーナス法成立一一両院を通過した Paymentof Bonus Billは9月25日大


















































































































る UnlawfulAssociations Bill，デリーに MetropolitanCouncilを設置する法
案，第4次財政委員会の勧告に基く物品税，遺産税，重要物資物品税の配分に関



























































11月…… 4日 Pondicherry,5～6日 HimachalPradesh, 6～8日Delhi,
10～11日 Manipur,11～12日 Tripura,15日NEFA,16～17日 Andhra,18～ 
19日 Punjab,20～22日 Rajasthan,23～24日 Orissa,25～26日 U.P., 27～29 
日Gujarat,30～12月 1日Jammu & Koshmir。
12月……2～3日 Bihar, 4～6日 Maharashtra, 7～8日 Madhya,9～ 
/ 10日羽TestBengal1 13～14日 Mysore,15～19日 Kerala,17～18日 Madras,
20～21日 Assam,22～23日Nagaland,24日Goa,Daman & Diu, 27日Dadra

























































' 4～6月の生産一一本年度第 1・四半期（ 4～6月）の鉱工業生産は，これ
までの推測とは反対に，前年比十10.4%と， 1964年同期の十4.7%,1963年同期
-247- -(203）ー



































































































































































































外貨引出しを行った。これにより，さる 3月22日付で締結された Stand-byCredit 2 














































3 日 曹冬期国会開会一一冬期国会開会。下院では首相の訪米（H. Mukherjee議
員），インダス水利に関する世界銀行への8000万ルピー支払（P. V. Shastri議

















V左派諸政党の食料決議一一左派共産党， MahaGujarat Janata Parishad，農
民労働者党，共和党， RSP,SSPの7左派政党はニュー・デリーで 3日間の会議
を開き食料政策につき決議，ピハル，マハラシュトラ，西ベンガノレ，ラジャスタ





































6 日 ' 1=n，，前線一一インド国防軍部隊はラジャスタンのGanganagarおよびrnikaner
地域における印パ国境約200マイルからパキスタン部隊を一掃した。ラホール地
-181- 一（ 213 )-
インド（11月〉










億8000万ルピー（3780万ドル〕は米国 AID借款， 2億1500万ノレピーは PL480 
見返資金より供与されている。年産能力，尿素肥料（窒素46%)9万似）α）トン，
Nitrophosphate 33万トンなど。


















































S. K. Patil鉄道相は，ボンベイに帰着，記者団に対し， PL480長期協定への希
望を表明，インドのカシミールに対する態度について諸国の理解が深まハたとの
べた。







































































































一（ 218 )- 186-




























































ることを明らかにした。 この 3Yz%部分は 2%が農産物市場開発のため， 1%が
米国旅行者のため（既発表分），%%が教育交換活動のために使用される。貸出
金利は現行の%%から，米国の他の同種貸付（40年償還〕と相応する水準となる



































①1965/66綿花年度 (1965.9.にはじまる）において， 9月 1日より l：！月:-31日
までの工場の綿花買入量は前年度同期の総消費量の25%をこえないこと‘③明





























































































































































































































米 国（ 4億3500万ドノレ〉……協定全額未；iJ.,ftO 他に最近5000万ドル肥料輸出



































し， 6300万スイス・フランの信用供与を承認した。融資の 2分の lはスイス連邦
政府が，残余は商業銀行団が供与する。細目の商議は明年はじめの予定。







































4 日 , Associated Chamber of Commerce総会一一アソカ・メータ計画委副議長は，




























































































れば， 1964/65年の現行価格による国民所得は 1970億ノレピー（前年度 1720億ルビ















































































V セメント自由化，明年より一一政府は新開発表を通じ，明年 1月 1日よりセ
メントの配給規制権限を CementManufacturers' Associationに：委譲することを
明らかにした。産業（開発組織〉訟に基づく 1961年の CementControl Orderは
1月 1日付で撤廃される。州政府に対しでも同慌の統制撤廃が要請されている。






































U) Hindustan Steel （政）札266＊，⑨ TataIron & Steel （民） 1,610，⑨  
Indian Oil Corp. （政） l ';{7:1, （わ NeyveliLignite Corp. （政） 1 , 182＊，⑨ 
Heavy Engineering Corp. (IE）〔） 1,057ヘ＠ National Coal Development 
Corp. （政） 1,032ヘ（わ IndianIron & Steel (JO l, 026, （部 FertilizerCorp. 

































2億 9000万ノレピー（ノレールケラ鉄鋼所関係債務再融資分 1億 1140万lレピー， 16
















































Y HMTハイデラバード工場－HindustanMachine Tools社の第 5工場は
-171ー 一（239）ー



















l Board of Trade－ーマヌパイ・シャー商業相を議長として開催された第 22lit] 
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